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第１章　デンマークのアソシエーション
ボランタリーセクターに関する研究には、ア

メリカのジョンズホプキンス大学が主導する研
究が大きな影響を与えてきた。アメリカの「非
営利セクター」についても、経済規模の観点か
らの言及が多く、団体数が157万（2009年）、寄
付や補助金等から推計される支出額は、ボラン
ティアによる労働を有償換算しなくとも全体で
1.3兆ドル（2007年）にあたる点などが強調され
る。たしかに、団体数、雇用者数、寄付や会費
収入といった経済的な側面からの調査は、規模
や活動内容、出自も多様な団体をひとまとまり
として扱うことを可能にする。その意味で、
1998年および2002年に実施された同大学による
国際比較調査は、この分野における一定の指標
となっている（1）。

とはいえこの国際比較調査は、アメリカの観
点から規定した「非営利セクター」でしかない、
という見方もできる。政府セクター、市場セク
ターの残余カテゴリーとしてボランタリーセク
ターを同定する場合でも、宗教的な団体はどこ
までが非営利か、税金によって運営されている
ものの、形式上「法人」と名乗る医療機関や学
校、共済保険や信用組合、年金組合等はどのよ
うに扱えるのかなど、具体的な線引きはその社
会によって大きく異なる。アメリカの場合、そ
してその原則に従ったジョンズホプキンス大学
の調査の場合、「内国歳入庁」に「非課税団体」

として登録された団体であること、という一点
をもって、すべてを「非営利セクター」として
数え入れる。そのため、ハーバード大学のよう
な有名私立大学から、消費者ローンを提供する
消費者信用組合まで、すべて NPO とみなされ
る。これは日本の現状から見ても、またその他
の国の実情に照らしても適切とは言えない。

他方、ヨーロッパにおけるボランタリーセク
ターの研究は、国ごとの特徴を強調する方法で
まとめられている。たとえばフランスでは、建
国の理念である共和主義を人々の連帯を基礎と
する「アソシアシオン」が中心となっている。
これは、日本ではやや古めかしい「結社」とい
う訳語で今でも説明されることが多い労働組合
や職業団体、協働組合などを主として指す（2）。
フランス革命後の民主化の動きを背景に成立し
た「1901年法」として知られる、フランスのア
ソシエーションの権利を基礎づける法は、

「まったく自由な個人と個人が取り交わす契約
で、この契約によって、どのような自由をも放
棄されるものではない。…（アソシエーション
は）本来的には、国家の協力団体ではない」（3）。
イギリスのように、1997年以降、サードセク
ターを政府の戦略的パートナーと位置づけて活
用している例、またスウェーデンのように、雇
用の受け皿としてサードセクターが活用されて
いる例など、各国の特徴が際立っている。

本調査研究の対象国であるデンマークのアソ
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シエーション（forening）の歴史を振り返ると、
フランスと同じような歴史を持っている。絶対
王政の崩壊と同時に市民主体の団体が結成さ
れ、それが民主化を推進していった。ただし、
フランスが都市中心の民主化を経験している国
であるのに対し、デンマークの場合、農村から
民主化の波が起こっている。

絶対王政が崩壊し自由憲法が定められた1849
年以降、デンマークでは一般市民を中心とする
アソシエーションが数多く設立される。近隣と
の領地争いが絶えなかった時代を経て、初めて
数十年続く安定した時代を迎えると、好景気を
背景に、農村共同体のなかにも、独立する富裕
な農民が出現した。1860年代には彼らがリー
ダーとなり、宗教的な運動のための団体や政治
的結社、また農民専用の貯蓄銀行、そして酪農
協働組合といったアソシエーションが結成され
た。ヨーロッパでは遅く、1890年代になって初
めて工業化時代を迎えたデンマークでは、その
前に、農村から発達したアソシエーションが、
政治的および社会的な力をもつようになって
いった。このような農村中心の民主化は、同時
に、長い冬期の農閑期に、農民たちが集い学び
合う「生の啓蒙（folkeoplysning）」（ニコライ・
グルントヴィ）と呼ばれる独自の教育活動に
よっても増幅された。歌や話し合いを通して新
しい学びを経験する成人教育施設である国民高
等学校（folkehøjskole）は、このような時代に
発達した（4）。

現在、デンマークは、国民の３人に１人が何
らかのボランティア活動に関わっていると言わ
れる「ボランティア大国」である（5）。他方で2001
年以降、ヨーロッパの多くの諸国と同様、新自
由主義を標榜する政党が政権に参加し、経済的
そして政治的な見地からボランタリーセクター
に対する関心が高まっている。戦後、長いあい
だ政権を担ってきた社会民主党は、人々の平等

を追求する福祉国家を形成してきた。けれども
経済成長の鈍化や移民の増加などの諸条件の変
化が、「国民」となるべき人をセレクションにか
け、福祉サービスの提供を限定された国民のた
めだけのものにしようとする福祉国

ショービニズム

粋主義の考
えが台頭してきた。亡命者や移民を人権の観点
から受け入れるべきという社会民主主義的価値
と、福祉国家が提供する「権利」を「国民」に
閉じようとする福祉国

シ ョ ー ビ ニ ズ ム

粋主義的価値との葛藤
が、引き起こされている。ボランタリーセク
ターは、この葛藤に対する緩衝材的な役割を果
たしてくれるのではないかとの政治的な期待が
ある（6）。他方で、スウェーデンのように、ボラ
ンタリーセクターが経済セクターとして成長し
てくれるのではないかとの経済面での期待も小
さくない。

このような役割期待は、これまでのボラン
ティア研究で示されてきた、「小さな政府」の代
替機能という説明と必ずしも一致しない。アメ
リカのように中央政府の権限を限定的に統制す
る伝統をもつ社会や、日本のように中程度の福
祉国家機能を選択してきた社会にとって、ボラ
ンタリーセクターは、ある意味で国家の社会政
策を下支えする重要な役割を担っている。その
ためボランタリーセクターは、政府機能を補完
すると説明されてきた。けれども、1970年代か
ら育児や介護を社会化し、労働組合を中心に手
厚い失業手当や職業訓練、そして労働市場から
排除されている人々に対する諸制度を発達させ
てきた福祉国家デンマークで、ボランタリーセ
クターが実際に何を担っているのかは明らかで
はない。たしかに、2000年以降、その役割期待
は鮮明になってきた。政治的には緩衝材とし
て、また経済的には雇用や成長を担うセクター
として、ボランタリーセクターをどのように

「活用」しようとしているのかは、イギリスやス
ウェーデンの例からも推測できる。ただし、デ
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ンマークのボランタリーセクターが、現在、ど
のような役割を担っているのかは明らかではな
い。

本稿はこのような、デンマークにおけるボラ
ンタリーセクターをめぐる社会史的な側面から
得た着想をもとに設計された、2009年度の調査
研究の結果をまとめたものである。

本稿の構成は次のとおりである。第一章で
は、調査の枠組みを解説する。上のような問題
関心に至った経緯と、半構造化インタビューに
向けて設定した質問の意図について説明する。
第二章では、2009年９月６日から９月９日にかけ
て実施したデンマークのオーデンセ（Odense）、
およびコペンハーゲン（København）でのイン
タビュー調査の概要を記述する。インタビュー
に応じてくださったのは次の５名である。独立
行政法人ボランティアソーシャルワークセン
ター所長ラウスト・クリステンセン氏およびコ
ンサルタントのメッテ・イェーア氏、南デン
マーク大学でボランティア研究のプロジェクト
統括者を務めている政治学者ビヤネ・イブセン
教授、また国立社会科学研究所のトーベン・フ
リードベア氏、最後にデンマークのボランタ
リーセクター関連の政策立案に関わる政府機関
であるボランティア審議会所長のテアケル・ア
ナセン氏である。この５名はセンター、大学、
研究所、審議会というそれぞれ異なる機関に所
属しており、政府との距離やプロジェクトとの
関わり方には小さな差異はあるものの、いずれ
もデンマークでは、ボランタリーセクターに関
する研究と実践に深く関わるトップの研究者で
ある。第三章では、これらいわばボランタリー
セクターという「傘」の「上」に位置する人々
に対するインタビュー調査を分析する。

結論を先取りするとデンマークのボランタ
リーセクターは、「小さな政府」を補完するとい
う機能とは別の役割を担っており、その理由

は、歴史的な経緯が大きく影響している。とは
いえ、ボランタリーセクターと政府セクターと
の距離の取り方、ボランティア団体と法律との
関係という問題も見えてきた。デンマークのボ
ランタリーセクターに関する全体的な理解がで
きるよう、インタビュー結果をまとめると同時
に、ここから引き出せる結論について考察した
い。

第２章　調査の枠組み
２−１ 二つの調査研究

デンマークにおけるボランタリーセクターの
大規模な研究は、次の二つのものが現在のとこ
ろ、もっとも包括的な調査とされている。ひと
つは2006年に刊行された調査研究である。これ
は、先に触れたアメリカのジョンズホプキンス
大学が主催する約50カ国にわたる調査研究の一
環として、デンマークでも実施された国際調査
である。とりわけ、ボランタリーセクターの規
模を捕捉し比較する目的で設計された調査であ
り、デンマークでも調査結果が社会科学研究所
から出版されている（7）。

この調査研究からは、いくつかの特徴が明ら
かになった。第一に、デンマーク人の３人に１
人が何らかの活動に関わっており、その大半が
スポーツ関係であるということ。第二に、フル
タイムの仕事を持つ子育て世代こそがボラン
ティア活動に関わっているということ。とりわ
け30歳から49歳の子をもつ男性が、もっともボ
ランティア活動に関わっているという結果が明
らかになった。第三に、活動に関わるきっかけ
は知人や友人とのつながりであること、第四
に、「文化および余暇」活動を支援する団体が
もっとも多いことも明らかになった。さらに第
五として、デンマークのボランタリーセクター
は1975年、1990年と比較し増大傾向にあること、
第六に、全国にあるアソシエーションのうち
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80％がボランティア活動によって支えられてい
ること、第七に、ボランタリーセクターの経済
規模は GDP の9.6％に当たること（2004年）、他
の北欧諸国と異なり、有給スタッフを増加させ
ようとする傾向があること、そして2004年にお
けるボランタリーセクターの雇用規模は25万人
に上ることが判明した（8）。

アソシエーション活動の伝統は、現在も、「生
の啓蒙（folkeoplysning）」（民衆の啓蒙、生涯学
習）として息づいており、人々の生活に浸透し
ている。なかでもスポーツ活動は、もっとも身
近なアソシエーションとして知られている。放
課後の「クラブ活動」に該当するような活動が、
地域のアソシエーションによって運営されてお
り、幼児から大人まで参加できるような、サッ
カー、バドミントン、ハンドボール、バレー
ボールのチームが存在する。これらのチームの
指導者も、また管理運営する団体も、子どもた
ちの親やチームに参加する大人である。他に
も、社会福祉領域のボランティア団体も数多
く、たとえば、ひとり親家庭に時折訪問し、こ
ど も の 相 談 相 手 を す る 団 体（Børns 
Voksenvenner）や、一人暮らしの高齢者を訪
問しお茶の時間をともにするボランティア

（Besøgsven）などは、よく知られた活動であ
る。

2008年には、この国際調査とは別に、デン
マークの研究者による新たな考察が加えられた
研究が発表された（9）。ここでは、近年のデン
マークにおけるボランティアセクターと、いわ
ゆる「市民社会論」との関係について論述した
アカデミックな考察から、北欧における非営利
セクターの比較を他のヨーロッパ諸国と行った
論考、また移民や移民背景をもつ第二世代の人
たちがどのくらいアソシエーション活動に参加
しているのかなど、ヨーロッパにおける喫緊の
課題である福祉国家の再編あるいは移民背景を

もつ市民の「統合」問題についても言及されて
いる。最後の点についてはたとえば、デンマー
クにおいて、移民背景をもたない人々の約40％
がボランティア活動に関わっているのに対し、
移民背景をもつ人々のうちボランティア活動に
関わっているのは23％にとどまっている（2006
年）。また、ボランティア活動への参加希望を持
つ者も、移民背景をもたない人々の約50％であ
るのに対し、移民背景をもつ人々のうち参加希
望をもつ人々は約35％と報告されている（10）。19
世紀以来のアソシエーションの歴史を共有せ
ず、また組織運営の原理についても、民主主義
の手続きを重視するデンマーク社会と、それぞ
れ異なる文化に根ざした原理を知る人々とで
は、ボランタリーセクターにおける「統合」は
かなり困難であることが推察できる。しかし右
派の影響力が増す現連立政権下においては、ビ
ザの延長や永住権申請のためにデンマーク社会
におけるボランティア活動の有無を問う動きも
ある（11）。ホスト国のライフスタイルの強要とボ
ランタリーセクターという問題が、現実に生じ
ていることが、ここでは指摘されている。

２−２　質問事項の内容
2009年９月に行ったのは、以上のような研究

を踏まえ、今回、ボランタリーセクターのいわ
ば「傘」の「上」において、上のような調査の
枠組み決定に携わった研究者に対し、福祉国家
のなかのボランタリーセクターというテーマで
行った聞き取り調査である。聞き取り調査の対
象者に対しては、事前に作成した共通のフォー
マットを送付し、それについてそれぞれ45分か
ら60分程度の時間をインタビューに割いてもら
い、回答してもらった。質問事項に関しては半
構造化インタビューとし、インタビュイーの回
答によって、適宜、新たな質問を差し挟んだ。
そのため、インタビュワーの意図を離れて話が
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展開する場面も多々見られたものの、2006年お
よび2008年に発表された調査結果を踏まえての
発言が多かった。質問事項は次のとおりである。

質問：�次の１〜３の問いとその仮説についてど
のように考えますか。あなたのお考えをお
聞かせください。

１．�社会福祉制度の発達した社会において、ボラ
ンタリーセクターが担っている役割とは何
か。

１−１　�社会福祉制度の整っている社会におい
ては、ボランタリーセクターが担って
いる役割は、社会的に排除されている
人たちに対する一次的な活動であり、
パブリックセクターとの連携のうえに
成立している（Ex. 外国人移民に対する
支援、ホームレスに対する支援）。

１−２　�パブリックセクターがまだ着手してい
ない社会問題を発見する、ニーズの掘
り起こしを行っている（Ex. フェアト
レードの推進、社会的企業の支援な
ど）。

１−３　�パブリックセクターやプライベートセ
クターが行わないほうがいいと判断さ
れる活動を行っている（Ex. 訪問ボラン
ティア、Børns Voksenvenner）。

２．�NPO（ソーシャルワークの領域／スポーツ・
文 化 の 領 域 ） が 行 政 や 企 業 の 下 請 け

（subcontractor）となり、事実上安い労働力
として利用されることはあるのか。あるとし
たらどのようにして回避しているのか。

２−１　�行政や企業側が労働法に基づいた人件
費を計上した予算を確保している。

２−２　�NPO と企業の両者を区別せずに入札に
よって事業者を選定する。

３．�デンマークでは、ボランタリーセクターある
いはソーシャルセクターは、どのようにし

　　て後継者を得ているのか。
３−１　�ボランタリーセクターの活動に子ども

の頃から関わっている人が多い。

３−２　�ボランタリーセクターの各団体が主た
る活動と並び後継者養成（＝教育）を
行っている。

３−３　�履歴書に記載できる、就職に有利な経
験としてボランタリーセクターでの活
動が利用されているため、リクルート
に困らない。

インタビューは原則として英語で行われ、筆
者が質問を担当した。ただし、独立行政法人ボ
ランティアソーシャルワークセンターの所長で
あるラウスト・クリステンセン氏に対しては、
本調査研究の研究協力者であるロスキレ大学の
鈴木優美氏がデンマーク語での質問を担当し
た。また、英語でのインタビューに関しても、
鍵概念となる言葉については、適宜デンマーク
語での説明を求めることもあった。そのため、
次章のインタビュー・データには、原語として
発せられた言葉について、原則としてデンマー
ク語を補っているものの、英語での表記も混在
している。英語の表記に関しては、判読しやす
いようイタリックとした。

第３章　インタビュー・データ
３－１　独立行政法人ボランティアソーシャル

ワークセンター所長、ラウスト・クリステン
セン氏に聞く
独立行政法人ボランティアソーシャルワーク

センター（Center for Frivilligt Socialt Arbejde）
は、デンマーク第三の都市オーデンセに位置す
る、デンマーク政府社会省の管轄下にあるセン
ターである。1992年に試験的に設立され、1995
年以降、国の予算案に基づいて分配される公金
を運営資金として受け取り、正式に運営されて
いる。センターの目的はデンマーク国民のボラ
ンティア活動を支援することであり、各地のセ
ンターを統括する役目も担っている。ボラン
ティア活動のなかでも「ソーシャルワーク」に
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関わる内容に特化しており、文化や余暇、ある
いはスポーツに関する活動を支援するというよ
りも、広義の社会福祉に関するに関するコンサ
ルティング、図書館機能の提供、有料・無料
コースの提供、無料電話相談を実施している。

所長のラウスト・クリステンセン（Laust 
Kristensen）氏は、デンマークの福祉国家とボ
ランタリーセクターの関係について説明してく
れた。

　1933年、デンマークは大きな社会福祉改革を
行い、福祉の課題を公のものとする原則を承認
した。しかし1976年の「社会福祉支援法」が成立
するまで、その原則が実際に実現したわけでは
なかった。ソーシャルワークが盛んになり、普遍
主義的な福祉国家の体裁が整ってきたのは1980
年代になってからである。
　 オ ル ボ ー 大 学 の ヘ グ ラ ン ド（Tore Jacob 
Hegland）教授は、福祉国家の危機を次のように
説明する。第一に経済的な危機。福祉を必要とす
る人々の数に比して財源には限りがあるという
こと。第二に機能的な危機。支援を必要とするす
べての人に手をさしのべるのは困難であること。
第三に正当性の危機。国民の間で国家が行うこと
が正当に理解されないということ。今日、私たち
は福祉「社会」については議論するものの、祉

「国家」について議論することはない。それは、

もはやすべての福祉サービスや貢献を分配する
のが国家だけの役割ではないことを意味してい
る。「福祉ミックス（velfærdsmix）」という考え
方の台頭である。現在の政府を含めて、世の中は
経済的な事情ですべて動いているように見える
場合もあるが、それだけではない。積極的市民性
も重要である。消費者（forbruge）なのか、熱心
な市民（borger）なのかということも、世の中を
動かす基軸になる。基本的には、あなたたちのい
うように、政府が安価なものを選ぶ手段となる
という経済的な側面があることにも同意しない
わけではないが、それでも市民社会は、国家の提
供する普遍主義に対立項となり、多様化したも
のを与えることができるのではないか。

クリステンセン氏は以上のように話し、「組
織度の虹」と呼ぶ図をホワイトボードに書いて
くれた。福祉国家と組織の「マッチング」に関
する図式である。

インフォーマル・
グループ

個人関係

独立法人

ソーシャル・
エコノミー企業

組織度（低い）

福祉サービス
（細やか）

福祉サービス
（大規模）

図　「組織度の虹」

この図を示しながら、クリステンセン氏は、
こちらが用意した質問の核心のひとつであるボ
ランティア団体の「下請け問題」について、次
のように話してくれた。

　現行政府がそのほうが安くつくだろうと考え
て、市民社会に現在ある問題を解決してほしい

独立行政法人ボランティアソーシャルワークセンター
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と期待したとしても、市民社会の側がその仕事
を請けるかどうかは確かではない。市民社会と福
祉への「マッチング」が前提となる。まず、政府
は市民社会に彼らが何をすべきかを決めること
はできない。市民社会の側にいるボランティア団
体は自分たちのやりたいことをするからだ。ミッ
ション、課題、組織、リーダーシップ、職業意識
などすべてにおけるマッチングが問題になると
も言える。もしも、社会の側で市民社会に訪問
サービスをしてほしいと望むなら、常設スタッ
フや開館時間などといったことを考えなくて済
む、組織度の低いものがふさわしい。逆に市民社
会に大きな福祉課題を解決してほしいと望むな
ら、組織度の低いものでは不十分だ。こうした組
織度のマッチが非常に重要だ。もしも市民社会に
より大きな福祉課題に取り組むように期待する
ならば、市民社会はソーシャル・エコノミー企業
として改組する必要があるのではないか。

さらに、移民問題とボランティアセクターに
ついては、次のように言及した。

　現在、デンマークでは移民や難民が増加し、介
護に関する問題についても注意が必要な時期に
さしかかっている。私は、普遍主義の傾向を少し
危惧している。もしもムスリムの人が別の要望を
もつならば、市民社会がそこに入ってサポート
することができる。どの人も同じ介護サービスを
受ける必要があるとは言い切れない。これまで一
生涯、それほど衛生観念のなかった人もいるだ
ろうし、日本人なら毎日米を食べたいと施設で
要求する人もいるだろう。そこでは自由にそれら
を尊重すべきだ。しかし、その場合その日本人は

「消費者」に過ぎない。そうではなく、「共同責任
（medansvar）」が問われるだろう。
　領域によって、個別化、関与、共同に与え合う
影響、民主化、ソーシャルキャピタルが大きな意
味をもち、それらの点では、（普遍主義をとる国
家よりも）市民社会が役割を果たすのは自明で
ある。セクター同士が競合し合うよりも、（ソー

シャルワークの）中身について議論されるべき
なのではないか。

自由に伴う責任、という意味で、ここでは
「共同責任」という言葉が選ばれている。この
「共同責任とは、ステークホルダーである両者
がともに責任を負う、という意味である。要求
ばかりする人は「消費者」と呼ばれ「市民」と
は呼ばれないことを、この短い介護サービスを
例にしたエピソードが端的に示している。

３－２　独立行政法人ボランティアソーシャル
ワークセンター・コンサルタント、メッテ・
イェーア氏に聞く
メッテ・イェーア（Mette Hjære）氏は、こ

のセンターが正式に設置された1995年以来、15
年間、主にコースの企画運営や研究調査を担当
するコンサルタントとして働く、中核的なス
タッフである。自分の業務について、イェーア
氏は「架橋すること」と話し、情報や助成、運
営手法のヒントなどを求めている団体が、どこ
にアクセスすれば一番いいのかの相談にのる役
目を果たしているという。今回は、現場のアソ
シエーションと接触することの多いイェーア氏
に、デンマークのボランタリーセクターの全体
像についてご自身の見解をうかがった。

まず、デンマークの三種の異なるアソシエー
ションについて次のように解説してくれた。

　デンマークでは、ボランタリーセクターが社
会的サービスを提供する際の主体となることは
ない。やはり国家が一義的な責任を負っている。
その意味では、ボランタリーセクターは、サービ
スの提供者としてはマイナーな存在である。しか
しアソシエーションには三つの異なる種類があ
る。第一に、会員をもつアソシエーション。これ
は、会員の利益の最大化を図ることを目的とし



─　　─54

研究所年報 41 号　2011年３月（明治学院大学社会学部付属研究所）

ており、それはそれで重要である。第二に、保健
や移民との統合問題などを扱う、公的な課題を
掲げるアソシエーション。第三に、非営利組織。
修道会や赤十字などの大きな非営利団体の中に
は福祉施設を運営しているものもあり、事実上、
政府と同じ役割を果たしているところもある。現
在、第三のアソシエーションに対する要求が高
まっており、新たな法整備やフレームワークの
見直しが行われている。すなわち、国家が用意す
る福祉サービスの提供だけでは不十分な領域で、
各コミューンが非営利組織の運営する施設と契
約し、新たなサービス提供者となってもらう試
みである。ただし個人的には、ボランタリーセク
ターが、国家や市場との競争にさらされるのは
合理的ではないと考えている。

ボランタリーセクターが行政の「下請け」と
化してしまう問題についてイェーア氏は懸念を
示している。

　ボランタリーセクターはリソースとしてとく
に国家の側から注目されている。政治家たちは、
どのアクターが何を生産しているのかを見よう
とし、その費用対効果をはかろうとする。けれど
もそれには反対したい。なぜなら、アソシエー
ションは生産や雇用のリソースではなく、「生活
の質（quality of life）」そのものであるからだ。下
請け化の問題も、現在、起こっているという意味
ではないが、これからおこりうる点を懸念して
いる。最近、２年かけて作成したボランタリーマ
ネジメントに関するハンドブックのプロジェク
トがちょうどおわったところであるが、その間
に浮かび上がってきたのは、ボランタリーセク
ターのなかのアソシエーションの多くが、ボラ
ンティアによって支えられているということで
ある。雇用しているスタッフがいるわけではな
く、そのため、政府やその他の財団が要求する書
類を作成する仕事だけでも、ボランティアス
タッフが持ち帰り、週末の時間を削って行って
いるというのが現状である。
　今回のハンドブックの作成に団体が協力して

くれたのは、ボランタリーセクターの置かれて
いる理論的背景に関心があるという団体が多
かったから。自分たちの団体や活動を客観的に見
て議論する機会を作ってきた。
　その意味でも、自分の仕事は、アウトソースと
アソシエーション、アソシエーションと社会省、
あるいはアソシエーション同士を架橋すること。
とくに助成金の情報を集めて与えることが重要
だと考えている。ただし、われわれの役割は、ア
ソシエーションの需要をくみ取ること。政府のた
めに働くアソシエーションの見つけることでは
ない。

アソシエーションは生産や雇用のためのリ
ソースではなく、「生活の質」に関わる、という
観点を明確に語り、ボランティア団体と日常的
に接しているコンサルタントとして警戒してい
る理由を示してくれた。

３−３　南デンマーク大学教授、ビヤネ・イブ
センさんに聞く

南デンマーク大学

ビヤネ・イブセン（Bjarne Ibsen）教授は、デ
ンマークのボランタリーセクター研究をリード
する若手の政治学者である。イブセン教授は南
デンマーク大学スポーツ、健康、市民組織に関
するアソシエーション・センター（Center for 
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Forskning i Idraet, Sundhed og Civilsamfund, 
Syddansk Universitet）に所属している。この
センターの名称が、デンマーク国内で流通して
いる「アソシエーション」のイメージを反映し
ている。すなわち、アソシエーションとは第一
に市民がスポーツを行う母体であり、第二に健
康な生活を送るサポートを行う場であり、第三
に市民による市民のための活動を行う場であ
る、というイメージである。イブセン教授は、
ジョンズホプキンス大学の国際比較調査に参加
しており、その意味でも今回の調査のテーマに
詳しい研究者である。

まず、デンマークのように高度に発達した福
祉国家においてなぜボランティア活動が盛んな
のかを質問した。イブセン教授の答えは次のよ
うなものだった。

　まず、福祉国家においてボランタリーセク
ターが活発に活動するということを「矛盾」とみ
なすことは間違っているのではないか。ボランタ
リーセクターと福祉国家は両立し、ともに発展
しうる。アソシエーションは、それを発足させる
理由のひとつとして、より公的な役割を担いた
いという動機がある。他方で福祉国家もまた、ボ
ランタリーセクターのような働きとともにその
機能を強めることができる。たしかに、レーガノ
ミクスのような観点からすると、新自由主義的
な結合といえるかもしれない。しかし、ボランタ
リーセクターにとっても、また福祉国家にとっ
ても、両者の存在がそれぞれ前提条件になって
いると私は考える。

次に、デンマークのアソシエーションのおか
れた状況を次のように話してくれた。

　デンマークではアソシエーションの数自体は
増加傾向にある。しかしそれは、福祉国家の果た
す役割のシェアが下がっているというわけでは
なく、福祉国家の果たす役割、提供するサービス

の質や量もまた向上している。アソシエーション
といっても大きく分けて二つの形式がある。第一
に、会員ベースの、会員の利益のために働くアソ
シエーション。第二に、自治的な組織として機能
している非営利組織である。後者は私立学校や幼
稚園などを運営しており、より公的な役割を
担っている。また社会福祉領域についてはこちら
のほうが関わっている。

質問事項として用意した「下請け問題」につ
いては、問題ないとの見解を示した。

　ボランタリーセクターは、自律性を持ってい
る。政府は確かに支援はするものの、活動の内容
を指示できるわけではない。社会福祉領域につい
ては、「社会サービス法」第18条にあるように、
政府はアソシエーションを「支援しなければな
らない」。それがフレームのすべてではあるが、
だからといって、政府がアソシエーションに何
かを要求するわけではない。文化活動領域につい
ては、「生涯学習法（Folkeoplysningslov）」が統
括しているが、それもまた、アソシエーションの
自律性を第一に挙げる法律になっている。

さらに、後継者問題については、ボランティ
アこそアソシエーションのリソースのすべてで
あり、それが常に問題であるのは、1930年代か
ら変化がないという。デンマークのボランタ
リーセクターがなぜ継続しているのかという点
については、伝統のなかで受け継がれるという
要素が大きいことを認めている。

　デンマークの社会では子の親になると、突然、
ボランティア活動に参加することが親業の一部
であることに気づかされる。スポーツクラブの運
営から、学校の理事会まで、親の出番が用意され
ており、子どものために、時間のある親が順番に
手をあげて動かざるを得ない。この経験が別の経
験へとつながっていく。ボランティア活動になぜ
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人々が参加するのか、という動機に関する研究
がたくさんあるのは知っているが、私自身はあ
まり動機を重視していない。なぜなら、単に生活
の一部なのだろうと考えるからである。
　デンマークの社会で生まれ育つと、子どもの
頃からアソシエーションと関わらずには暮らせ
ないようになっている。ボーイスカウトやスポー
ツクラブのコーチとして、友達の年上の兄弟や
親がコーチをしているのがごく普通の風景だか
らである。若いときの経験は重要で、それが自分
たちが家庭をもった時に受け継がれる伝統にな
る。
　私たちの2008年の調査でも、ボランティア活
動への参加に関心がないという人は30％以下
だった。これはノルウェーやスウェーデンの社会
よりも少ない。この意味で、移民背景をもつ若者
たちにとっても、スポーツクラブに参加するの
が、学校に次いで、民主主義を身近に学ぶことの
できる場所であるため、たいへん役立つだろう
と言える。社会の統合のためにも、スポーツクラ
ブを通した統合がもっと進むといいと思う。実際
に、サッカーは人気のあるスポーツで、残念なが
らデンマークでは人気の高いハンドボールに移
民背景をもつ若者たちが集まることはあまりな
いが、サッカーやバスケットボールには多くの
移民背景をもつ若者が参加している。

このように、イブセン教授は移民背景をもつ
人々がアソシエーションを通して「民主主義」
を学ぶ可能性について言及している。この「民
主主義」がどのようなイメージなのかを尋ねる
と、コペンハーゲン大学の社会学者グンデラッ
クおよび、1950年代に活躍した政治学者ハル・
コックの名前を引用しながら次のように説明し
てくれた。

　ボランタリーセクター研究を行っているコペ
ン ハ ー ゲ ン 大 学 の グ ン デ ラ ッ ク（Peter 
Gundelach）教授は、アソシエーションがフォー
マルなルールを学ぶ場となっている、と言って

いる。それは何かというと、多数派が少数派に耳
を傾ける、という訓練であるという。たしかに、
それはハル・コック（Hal Koch）以来、デンマー
ク社会で受け入れられてきたデンマーク流の民
主主義のイメージと重なる。すなわち、民主主義
とは、相互に闘争し合う関係性から脱却し、多数
派工作を行うことからも脱却し、交渉すること、
話し合うこと、話し合いによって解決すること
を学ぶプロセスである、という考えである。政府
とは、何かを任せられる権威ではなく、人々が交
渉したり統制したりする何かである、という合
意である。
　ボランティア活動というのは、そもそも、命令
したり要求したりして人を動かすことのできな
い組織であり、そこでは常に人々に耳を傾けな
ければならない。そのような態度でいないと、
人々はボランティアとして活動しようとは思わ
ない。誰もが、とりわけ対立した両者が受け入れ
られる解決策を、妥協によって見出すこと。これ
がデンマークの民主主義のイメージである。

３－４　国立社会科学研究所、トーベン・フ
リードベア氏に聞く

国立社会科学研究所

国 立 社 会 科 学 研 究 所（Social Forsknings 
Institut）の上級研究員フリードベア氏（Torben 
Fridberg）もまた、デンマークのボランタリー
セクター研究の第一人者として知られている。



─　　─57

デンマーク・ボランタリーセクターの現在

ジョンズホプキンス大学の国際比較調査を実施
するにあたり、2006年に50カ国で実施された調
査のデンマークの担当者として、南デンマーク
大学のイブセン教授とともに参加した。その成
果は国立社会科学研究所から一冊の本として刊
行されており、フリードベア氏が結論を執筆し
ている。そのなかで、国際比較調査を通してあ
らためてデンマークのアソシエーションの伝統
的な役割が浮かび上がってきたこと、そして
ソーシャルキャピタルという観点から、その伝
統が再評価できることを指摘している（12）。

今回のインタビューでは、政府がボランタ
リーセクターのリソースを「安い労働力」とし
て利用しようとする傾向があるかどうかとの質
問に対し、国家セクターとの役割の差につい
て、次のように解説している。

　政府のセクターとボランタリーセクターはも
ともとその役割を異にしている。政府はボランタ
リーセクターに命令も要求もできない。その意味
では、政府はボランタリーセクターに依存する
こともできない。依存することを前提に事業を設
計することは間違っている。たとえば、介護人が
病人をボランティア活動として世話をすること
は不可能である。福祉国家政策をとる社会におい
て、それは地方自治体の責任であるからだ。専門
職を雇用し、ニーズに応え、調整するのは、第一
に政府の仕事である。さらに言うと、「ハード
ワーク」に関しては、政府セクターが面倒をみる
べき分野である。それをボランタリーセクターに
担わせることは、任務がハードになればなるほ
ど困難となり、そのために社会が機能しない可
能性が高くなる。それは効率的ではない。財政
も、また人材も、政府の責任において調達しなけ
ればならない。
　ボランタリーセクターが担えるのは、その上
で残る課題だろう。とりわけ、個人的なコンタク
ト（personal contact）は、官僚制によって調達で
きない分野である。

　スポーツの分野も同様である。この社会ではほ
とんど誰もがどこかの、少なくともひとつのア
ソシエーションのメンバーであり、多くがス
ポーツに関わっている。このようにスポーツクラ
ブが盛んな理由はアソシエーション活動そのも
のの自由さではあるが、その背後には、やはり政
府セクターが活動場所を設置し、管理している
という事実がある。スタジアム、スイミングプー
ル、ホールやコート、体育館、劇場など。これも
また、役割が異なっていることも説明に当たる
だろう。

ボランタリーセクターが「下請け化」する問
題に関しては、両者の役割の違いがあるためあ
り得ないという見解を示している。この両者の
役割をコントロールしているのが法律である。
社会サービス法や生涯学習法といったアソシ
エーションを統括する法律が、両者の関係を規
定していると、イブセン教授と同様、フリード
ベア氏も指摘している。

ただし、歴史的な経緯を振り返りながら、フ
リードベア氏は、福祉国家がすべてではなく、
ボランタリーセクターによる補完が必要である
との見方が1970年代から徐々に顕在化してきた
過程を次のように解説してくれた。

　ここ数年、社会福祉領域で、ボランタリーセク
ターや企業の活力を導入しようとする政治的な
動きがあり、ボランタリーセクター同士で病院
の経営権を争うなどの競争が生じている。ただし
デンマークのこの動きは、必ずしも「新自由主
義」のもとに選択されているというだけではない。
　1970年代以降、福祉国家の完成にむけて多く
の資金を費やしてきたが、その頃に一度議論さ
れた「福祉国家の危機」は、政府がすべてを調達
してくれるはずという幻想からの目覚めだった。
政府はシステムと施設を調達してはくれるかも
しれないが、とりわけ人間同士の関わりや生活
の質に関わること、さらに個別の対応をしてく
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れるわけではないことがわかってきた。官僚制の
限界とでもいう状況である。
　現在も、たしかに介護が必要な高齢者には専
門職のスタッフが派遣されてくる。しかしおしゃ
べりのために政府が資金を費やしてくれるわけ
ではない。とはいえ、単身高齢者にとっておしゃ
べりが生命線である場合もある。おしゃべりは気
の合う人としたい。そのような個別の要求に応え
てくれるのは、政府セクターではありえない。

フリードベア氏もまた、デンマーク社会では
アソシエーションへの参加が民主主義という観
点から重要であること、それが移民背景をもつ
人々にとっても意味があるものであり、社会の
統合という観点から重要であるとの意見を持っ
ていると説明する。できれば、自分たちのニー
ズに合ったアソシエーションを立ち上げる必要
があるだろうが、その前にスポーツクラブのよ
うなアソシエーションに参加することで、アソ
シエーションの運営の仕方を経験することが望
ましいと話す。そしてそれが実際に、労働市場
を始めとする社会参加の第一歩になると話す。

最後に、近年の傾向として加えてくれたの
が、とりわけ若い女性が社会福祉分野でのボラ
ンティア活動に関心を強めており、より多くの
人々が参加しているという傾向についてであ
る。その理由をフリードベア氏は次のように説
明してくれた。

　若い女性が社会福祉分野のボランティア活動
に熱心に参加する傾向はたいへん興味深い。とい
うのも、2006年および2008年の調査から分かって
いるように、デンマーク社会でボランティア活
動をおこなっている典型的な像は、30歳から49歳
の男性で、子どもを持ち、フルタイムの仕事に従
事している、教育程度の高い人である。伝統的に
も、ボランティア活動はむしろ男性によって担
われてきた。ボーイスカウトのリーダーや、ス

ポーツクラブのコーチといった役割が数として
多い、というのが理由ではある。けれども、社会
福祉分野における若い女性の活躍は、おそらく
いくつかの説明が可能である。
　第一に、女性が長く高い教育を受ける傾向が
あるということ。近年では、女性のほうが長い期
間、教育を受けている傾向が強くなっている。ま
た、それに応じて、ボランティア活動に役立つス
キルを身につけつつあるということも重要であ
る。ただしそれ以上に、理想主義的な考え方が一
般的に受け入れられつつあるという傾向もある
のではないかと私は考えている。社会にとって何
か意味のあることをしたい、そのことによって
大きな満足を得られる、というような考え方が、
若者のあいだに定着しているようだ。
　実際には自分の履歴書を有利にするために、
ボランティア経験がとにかく必要であるという
場合もあるだろうし、職務経験の一環として志
す人もいる。また、結果的にリーダーシップの訓
練になる場合もある。関心を同じくする人々と出
会う場にもなっているし、それはその後の職業
生活にとっても、コネクションとして利益に直
結する場合もある。ただし、この理想主義的な側
面が若い人に共有されている傾向は興味深い。

３−５　デンマーク・ボランティア審議会所
長、テアケル・アナセン氏に聞く
デンマーク・ボランティア審議会（Frivilli-

graadet）は、社会省によって2008年に設立され
た新しい独立行政法人のひとつで、国内のボラ
ンタリーセクターと政府セクター、および市場
セクターとの協働を提案する政府系シンクタン
クである。ここの所長を務めるテアケル・アナ
セン氏（Terkel Andersen）は、とりわけ新し
い政策立案をする際の意見をとりまとめる役割
を担っており、国内外のボランティア事情に詳
しい。2011年７月までという期間限定で設置さ
れたこの審議会は12名の審議会メンバーから
成っており、都市開発や学校システム、スポー
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ツ、地方行政などの専門家とともに、ボランタ
リーセクターの役割を戦略的に位置づける仕事
を担っている。もともとの母体は1983年、保守
党の政治家パレ・シモンセン（Palle Simonsen）
が設立したシンクタンクであり、二度の改組を
経て現在の形になったという。政策立案を手が
ける側からみた、ボランタリーセクターの位置
付けを今回は伺うことができた。

　現在、政府も取り組んでいるひとつのアジェ
ンダが「統合（integration）」に関すること。多
くのプロジェクトがこのアジェンダに取り組ん
でおり、ボランティア審議会も例外ではない。と
りわけ、マイノリティの統合、マイノリティのも
つ潜在的な能力や問題について、ボランタリー
セクターが担うべき役割について議論されてい
る。ボランタリーセクターとして有利に機能しそ
うな分野は、統合に関する個人的なプロセスの
支援である。社会的統合のかけ声をいかにして実
践するのかについて、様々なアソシエーション
が取り組んでいる。
　社会的結束（social cohesion）は人々の社会的
流動性を高めると考えられている。すなわち、固
定した階層から別の階層への移動、具体的に話
すと、移民背景をもつ人々が、より教育や訓練を
受け、労働市場に統合されるというシナリオを
実現しやすくなる。それは、職業訓練の機会があ

るだけでは不十分で、いかにして移民背景をも
つマイノリティにアソシエーションに参加して
もらえるのか、一度発足したアソシエーション
をいかにして支援するのかが、課題となってい
る。もちろん、ネットワークがあればそれは、雇
用の面でも有利になる。どのようにして自治の、
個別のニーズに応えるアソシエーションを組織
してもらえるのかが、われわれが考えるべき課
題である。

アナセン氏に対しても、政府セクターがボラ
ンタリーセクターを「下請け」として利用する
可能性があるかどうかを尋ねた。それに対して
は否定的な答えが返ってきた。ただし、非営利
組織が福祉サービスの提供者となれるかどう
か、政府が関心がないわけではない、との説明
もあった。

　デンマークでは、そのような「下請け化問題」
はほとんどない。市場セクターが福祉サービスに
進出することすら、ほとんどない。なぜなら利益
を追求する市場セクターが、安定的なサービス
を必要とする領域を担うのは、あまりに危険だ
と考えられているからだ。
　ただし、伝統的には教会や修道会といった資
金力と人材力のある非営利組織がサービスの提
供者であるという場合がある。そして現在、とり
わけ病院などの医療分野において、非営利組織
の参画を可能にし、政府セクターだけではまか
なえない医療サービスを提供するような、「福祉
ミックス」を徐々に取り入れようという動きは
ある。

ボランタリーセクターの役割として、アナセ
ン氏が注目しているのはその革新的な力だとい
う。政府セクターは規制や法律によってすでに
しばられていて、自由な働きをするのが難しい
場合があるのに対し、ボランタリーセクター
は、とりわけ、小さなアソシエーションは、機
動力を持っている場合もある。移民背景をもつ

独立行政法人デンマーク・ボランティア審議会
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人々のセルフヘルプの事例として、「2008年コ
ペンハーゲン市ボランティア賞」を受賞した

「ムハベット」というコミュニティカフェの例
を挙げて、説明してくれた。

「ムハベット」は、移民や難民としてデン
マークに移住してきたものの、環境の変化によ
るストレスなどで精神的な病を負った人々の居
場所を提供するカフェである。コペンハーゲン
市ヴェスタブロ地区の目抜き通りに位置し、20
年前にデンマークに移住してきた男性が始めた
という。移民であることに加え、精神的な病を
持っているということが、どれだけホスト国で
の暮らしを困難にしているのかは、当事者以外
の者にはわかりにくい。高度に発達した福祉国

家であると自負していても、そのような困難な
状況にある人々の存在自体が目に見えないと、
ソーシャルワーカーのアウトリーチにも引っか
かりにくい。その点で、この「ムハベット」と
いうカフェは、困難な状況を可視化し、居場所
を提供し、この社会で快適でかつ安全だと思え
る場所を提供しているという点で、たいへん革
新的だとアナセン氏は評価する。

そしてこのような事例にみられるように、ボ
ランタリーセクターの特権的な役割は「現在に
束縛されず、未来を構築できること」だと説明
してくれた。

最後に、アナセン氏はデンマークの問題点と
して、ボランタリーセクターと政府との協働は

カフェ・ムハベット（Café Muhabet）。右側の男性が経営者のハダー氏。隣はボランティアスタッフ。

店内の様子。無料で飲めるミントティーがいつも用意されている。
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進んでいるものの、市場セクターとの協働がす
すまない点であると指摘した。

　デンマークで現在、問題なのは、ボランタリー
セクターが社会福祉領域で活動しようとしたと
きに、その財源やリソースを、公的機関以外に見
つけるのが難しい点であると私は考える。政府セ
クターは、不十分かもしれないが資金援助を
行っているし、オーデンセのボランティアソー
シャルワークセンターや、このボランティア審
議会でも、講座を開催し、人材育成に努めてい
る。しかし、民間企業の関わりはほとんど見られ
ない。「企業の社会的責任」が、環境分野に偏っ
ており、そのため、協力関係を持ちたいと思って
も、必要な関係が結べない。たとえば、企業は社
員が社員としてできるボランティア活動を支援
するなど、資金援助を必ずしも伴わないものの、
知識的・技術的リソースを提供することができ
るはずである。このような協働関係を切り結ぶの
も、審議会としての役割である。

第４章　分析と結論
今回、４つの研究機関に所属する５人の研究

者にインタビューをおこなった。インタビュー
に際してこちらが用意した質問の中心は、「下
請け化問題」、すなわちボランティアの活力を
国家セクターが「安い労働力」として「利用」
するような事実があるのかどうか、という点に
あった。

今回この質問は、日本のボランタリーセク
ターに関する実態を反映させたものだった。
1995年の「ボランティア年」以降、日本でもボ
ランタリーセクターに対する関心と期待が高
まっている。1998年に「特定非営利活動促進法」
が成立し、NPO 法人の数も４万団体（2010年８
月）と言われている。しかし、日本で NPO 法
人としての活動を存続するには、地方自治体を
始めとする国家セクターからの助成金がないと

成り立たないという団体が半数以上を占め、国
家セクターの、行政としての業務を半ば引き継
ぐために法人化する、などの方法で生き残る団
体が少なくない。「新しい公共」というかけ声の
もとに、ボランタリーセクターに対する期待が
高まる一方で、雇用数や予算の規模を誇る大き
な団体は、依然として、宗教団体や皇族、財界
人の財産をもとに設立・運営される「財団法人」
であったり、世界規模で寄付のためのネット
ワークをもつ NGO の日本支社だったりする、
という報告もある（13）。

この中心となる質問に対するデンマークの研
究者たちの回答は、どれも同じものだった。す
なわち、そのような問題は発生していない、と
いう回答である。ボランタリーセクター側から
国家セクターに対する要求、という矢印はあっ
たとしても、逆はありえない、という見解で一
致していた。なぜならそれはアソシエーション
だから、という説明である。そしてアソシエー
ションの歴史や伝統について触れる回答が多
かった。このような同語反復的な回答の中に
あって目立っていたのは、独立行政法人ボラン
ティアソーシャルワークセンター所長クリステ
ンセン氏と、コンサルタントのイェーア氏の見
解である。

クリステンセン氏は、「下請け化」が起こるの
は、国家セクターの戦略的な過ちではないかと
指摘する。「組織度の虹」の図を示し、国家セク
ター側が需要にふさわしい組織こそを選択すべ
きであって、たとえば一定の開館時間の要求と
いった長時間の拘束が含まれるような契約を実
施したい場合は、「ソーシャル・エコノミー企
業」のように「組織度の高い」団体でなければ
ならない、と言う。また、「需要」という点にお
いては、市民を「消費者」と見なすのは適切で
はなく、国家の側にも、また「需要」の発信源
となっている市民の側にも、当然もたれるべき
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「共同責任（medansvar）」がある、と指摘する。
これに対し、同じセンターのイェーア氏は、

「下請け化問題」は今のところ見られないが、こ
れからもないとは言い切れないという懸念をイ
ンタビューした研究者の中でもっとも強く示し
ていた。ただし、ボランタリーセクターが雇用
や生産の「リソース」ではないということ、ま
た、ボランタリーセクターが市場セクターとの
競争にさらされる点については個人的にも反対
の意見であることを強調した。なぜなら、
イェーア氏の理解によると、アソシエーション
が、アソシエーションとして活動しているの
は、国家に役立ちたい、あるいは社会のリソー
スでありたいという動機ではなく、個人の「生
活の質（quality of life）」に深く関わるからだ、
という。

この「共同責任」および「生活の質」という
視点は、日本とデンマークのボランタリーセク
ターの異同を考える上で重要である。というの
もここには、アソシエーションに対する思想の
違いが見えるからである。日本の「特定非営利
活動促進法」には、第一章総則第二条に NPO
の「定義」が次のように記されている。「この法
律において『特定非営利活動』とは、別表に掲
げる活動に該当する活動であって、不特定かつ
多数のものの利益の増進に寄与することを目的
とするものをいう」（下線引用者）。これは「公
益性条項」と呼ばれ、NPO を設立しようとする
人たちに、厄介なものとして知られている条件
のひとつである。なぜなら、会員を限定し、会
費を徴収して運営する団体が、この条項のため
に「公益」に反していると判断され、その結果、
NPO としての認証を受けることができない場
合があるからである。これに対し、デンマーク
のアソシエーションを拘束する法律は憲法に記
された「結社の自由」を謳う78条であり、アソ
シエーションを登録するコミューン（市区町村

規模の役場）から要求されるのは、名称や会費、
役員、年一回以上の総会開催といった条件のみ
である（14）。そのうえで、イブセン教授が説明す
るように、「社会サービス法」第18条には、政府
がアソシエーションを「支援しなければならな
い」と記され、また、「生涯学習法」は、「余暇
法（fritidslov）」とともに、学習団体やスポー
ツ、文化団体に対する支援を基礎づける。憲法
にある「結社の自由」が優先されるからであ
る（15）。

アソシエーションを組織する段階で、「公益
性」にかなっているかどうかをあらかじめ自己
申告し、刑法や商法等、他の法律に反しないこ
とを申請者に担保してもらう必要がある、とい
う考え方に立つのか、あるいは、憲法にある

「自由」を優先することで、多様なアソシエー
ションの活動が促進され、それが人々の「共同
責任」の感覚や「生活の質」を高めるという考
え方に立つのか。前者はおもに管理する側の考
えが、後者はおもに利用する側の考えが優先さ
れている。管理する側の考えが優先される社会
では、結社の自由も、そして、「カフェ・ムハ
ベット」のような「困難な状況を可視化」する
革新的な活動も生まれにくい。アソシエーショ
ンは市民の「共同責任」の感覚、そして「生活
の質」に関わる。デンマークのボランタリーセ
クターは、このような思想によって支えられて
いる（16）。

【注】
（1）	 レスター・M・サラモン山内直人訳『NPO最前

線』岩波書店1999年
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